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無形固定資産本質論（久野）
想されるので，本来の意味における暖簾価額
を確定する上からみても，また，合併の主旨
並びに手続からみても，被買収企業の財産の
認識並びに評価に際しては，簿価を離れて財
産の実態調査にもとづき公正・妥当な継承財
産の範囲並びに評価額の決定を行なうことに
より，調整計算要素のいっさいを排斥して正
確な本来の暖簾価値を測定すべきである。か
くして計上された暖簾は，本来の暖簾たる資
質を有するものとみてよい。如上の所見を系
統だてて図示しておく。（前頁）
第5項暖簾をめぐる商法論と
　　　会計論
一貸借対照表能力Bilan2∫tihi．aleeit一
　暖簾の貸借対照表能力（Bilan2fb’higleeit）
の有無に関しては，周知のように従前から諸
説の岐かれるところであるが，この課題の帰
趨は，ひっきようするに，貸借対照表目的
（本質）論にかかわるものである。貸借対照
表を以て客観的財産価値計算の制度的手段と
みる立場（いうところの静的一元論）からは，
伝統的に「実財産主義」すなわち財産権の客
体たる「資産」と，対人的債務性の明確なる
「負債」とに貸借対照表能力を認める立場を
堅持することになるから，資産の範囲は，自
ら経済的財貨中心の思想をうむ。
　他方，決算貸借対照表の機能を，期間損益
計算中心に思考し，損益計算遂行後の次期繰
越残高一覧表とみる立場（いうところの動的一
元論）からは，継承的有償取得たることを条
件とし支出原価額をもって暖簾の資産性並び
に貸借対照表能力を認めるということになる。
　一・般的傾向として，商法論における債権者
保護思想は，実財産主義の伝統に立脚して，
暖簾のごとき経済的財貨性並びに換金性の欠
如した資産の貸借対照表能力につき疑義をも
ってきたのであるが，商法論自体にも発展と
変遷とが認あられ，次第に，「実財産主義」
から「機能的財産主義」への脱皮が行なわれ
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つつあることは注目すべきである。昭和37年
改正商法が，継承的有償取得の買入暖簾の資
産性を容認するに至ったことは，周知のとこ
ろである。ただし，商法論の建前には，無条
件に期間損益計算中心の会計的思考をとり入
れねばならぬ必然性乃至必要性はない。結局，
法制度上の取扱いとしては，商法論上の要請
と会計論上のそれとの何らかの妥協による外
はない。改正商法が，暖簾の資産計上に際し，
早期の（5年以内）償却を条件づけているの
は，妥協条件の端的な表明である。私見にょ
れば，商法は，暖簾の本質を償却性資産とみ
る会計論上の「理論」に基いて法制度化した
とみるべきではなく，会計論との「妥協」の
ための「法技術」として，「不安定かつ不確
実な暖簾のごとき機能的財産は，早期に償却
してしまうことが債権者保護の主意に合致し，
かつ，会計論上の実践並びに通説をも満足せ
しめることができる。」という妥協的判断に
よるものであると思う。
　現実の貸借対照表制度は，純然たる会計理
論の所産でもなく，また，純然たる商法理論
の所産でもない。幾多の変遷と発展とを経て，
両者の度重なる妥協によって生成されてきた
社会的制度である。この意味合からいっても，
現行商法が「継承的有償取得の暖簾につき償
却説」をとっているという事実を以て，直ち
に，会計論における期間損益計算を中心とし
たいわゆる「動的一元論（動態学説）」を全面
的に容認もしくは導入したとみるべきではな
い。結果についていえば大同小異もしくは同
一であっても，基本的建前乃至アプローチは，
必ずしも同一ではないと思う。
　さらに若干敷術してみよう。「継承的有償
取得たること」を条件にするという意味は，
商法論上からいえば，「継承的」という限定
条件によって，単なる有償取得乃至無条件資
産掲上による不安定・不確実な資産の計上を
抑制することが債権者保護に有効であるとい
う判断によるものであり，また，「5年以内
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の償却」という条件は，かかる不安定，不確
実な資産の早期の消去が債権者保護にとって
合目的的であるという主意にもとつくのであ
る。会計論とくに期間損益計算論からいえば，
「継承的有償取得」という条件のもつ意味合
は，支出原価額の会計処理として考えられる
方向が，「損費」たるかしからずんば「資産」
以外にない以上，将来の収益への貢献を考慮
した「収益・費用の対応」を行なわんとする
ことにあり，このため支出原価額による「資
産」（前払費用）計上は必然の方策となる。ま
た，企業間競争が暖簾の存続を有限なものと
するという前提からは，支出原価額の有用数
会計期間に亘る原価（費用）配分の必要性が，
償却論の会計理論的根拠とされる。商法・暖
簾規定が，会計学説としての「償却論」を採
用したのは，法技術上の合目的性の判断によ
るものである。純会計理論の立場が，商法の
償却論という「妥協条件」によって左右され
る必要性もしくは必然性はまったくない。
　純会計理論乃至純科学理論の立場と，会計
制度的実践の立場とは，明確に区別されるべ
きである。両者の混同は必然的に論理の不徹
底を齋らすのみならず，「本質」の理解を妨
げることになる。制度的実践偏重の呪縛から
の解放こそは，無形固定資産本質論解明の主
鍵であると考える。
　一般的にいえば，商法論上の見地からみて，
貸借対照表能力Bilanzfdhigkeitにつき問題
ありとされる項目には，暖簾のほかに，私用
財産Privatvermδgen，繰延資産及び偶発債務
が考えられる。これらの課題については，他
の機会にまとめて論じてみようと思っている。
第6項貸借対照表上の「分類・
　　　区分・配列」試案
　わが国の株式会社貸借対照表上における資
産の分類・区分・配列は，多くの場合，流動
性配列法により，かつ，資産を，「流動資
産」・「固定資産」及び「繰延資産」に三分類
する。さらに，固定資産は，これを「有形固
定資産」・「無形固定資産」及び「投資」に三
区分するのが普通である。
　米国の場合，とくに「暖簾」については，
1917年公表の連邦準備局雛形では特徴的な取
扱いをしており，資本勘定より直接控除する
形式を採用したことがある。これは，英国流
の思考の反映で，暖簾価値の容認が資本構成
上の誤謬を意味するという本質的理解に立脚
しており，その修正を意味するものと考えて
よかろう。さらに，1929年の同局の雛形では
とくに「その他資産」（Other　Assets）なる分
類を別に設けて無形資産（創業費のような繰延
資産をもふくむ）を報告せしめている。
　現今，米国の報告実務では，わが国の場合
のように画一的ではなく，また，本来の無形
資産でないような項目も同一一i区分にまじって
いる。米国公認会計士協会発表の1965年版の
統計調査資料‘Accounting　Trends＆Tech－
niques’によると，次のようになっている。
○流動資産中の棚卸資産の区分に掲示してい
　る会社の例・一・Walt　Disney　Productions
　（著作権）。
○「非流動資産」（Non－Current　Assets）とい
　う分類を設けている会社の例………The
　Kroger　Co．（借地権）。　Kuhlman　Electric
　Company（無形資産）。Mc　Graw－Hill　Inc．
　（版権・著作権）。Ralston　Purina　Com－
　pany（商標権，特許権，暖簾）。　Schenley
　Industries，　Inc．（前払費用，繰延費用，商標
　権，暖簾）。Woodall　Industries，　Incorpora－
　ted（買入暖簾）。
○固定資産の分類を設けている会社の例。こ
　の場合，「有形・無形」の区分はとくに行
　なっていない。……The　Colorado　Fuel＆
　Iron　Cor．（鉱区・水利権）。General　Cigar
　Co．，　Inc．（葉巻製造機免許権）。Paramount
　Pictures　Cor．（借地権）。　U．　S．　Plywood
　Cor．（入会権）。American　Petroleum　Cor．
　（開発費）。
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○「その他資産」（Other　Assets）という分類
　を設けている会社の例。多くは，投資勘定
　もこの分類に入れている。……Chanpion
　Papers，　Inc．（純有形資産超過額）。Denni－
　son　Manufacturing　Company　（暖簾）。
　R．」．Reynolds　Tobacco　Company（商標
　権）。Tecumseh　Products　Company（繰延
　費用，特許権）。Utah－Idaho　Sugar　Com－
　pany（水利権）。　Wagner　Electric　CoL（商
　標権，意匠権）。
○繰延費用（Deferred　Charges）という分類
　を設けている会社の例。……American
　Zinc，　Lead＆Smelting　Company（研究開
　発費）。Celanese　Cor．　of　America（特許権，
　免許権，雑資産）。Pennsalt　Chemicals　Cor．
（繰延勘定及びその他資産）。Scovill　Ma－
　nufacturing　Company（特許権）。
○財務諸表に注記もしくは補助的財務報告書
　（Financial　Review）で詳細を解説している
　会社の例・・…・Signal　Oi1＆Gass　Company
　（「その他資産の部」に報告し，明細を注記）。
　Botany　Industries，　Inc．（「非流動資産」の部
　に掲示し，明細を注記）。Container　Cor．　of
　America（補助的財務報告書で説明）。　Stan－
　dard　Oil　Company　of　America（注記）。
　先述したように，私見によれば，ひとしく
無形固定資産といっても，特許権等の法律上
の諸権益と，「暖簾」とでは性質が異なるし，
また，長期前払費用とその他の無形固定資産
とでは，まったく本質を異にする。貸借対照
表上の分類・区分・配列は，いうまでもな
く，報告書をみる側の利害関係集団のインテ
レストを十分に考慮することが大前提となる
が，「流動」・「固定」の区別，あるいは，固
定資産の三分類（有形・無形・投資）等の伝統
的な分類・区分・配列を，従前からのまま今
後も踏襲すべきかどうか，変更するとすれば
どのような考え方があり，また，どのような
メリットが考えられるか等々，検討すべき余
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地は，まだまだ充分に残っているように思わ
れる。1，2の点について率直に私見乃至疑
問点をのべ，併せて，試案を提示しておこう。
　（1）固定資産を「有形」・「無形」に区分する
積極的な意義乃至そのメリットについては，
率直にいって，疑問の余地があること。無形
固定資産は機会原価が零にひとしいものであ
　　　　　　ゴ－イング・コンサ－ンるというが，継続企業において清算価値
乃至売却可能性並びに売却価値を考慮する余
地は，原則的にいってない筈である。
　（2）暖簾を「評価性資産」（あるいは評価性の
顕著な資産）とみる私見からすれば，「実価」
の考慮という角度からみて，むしろ投資勘定
と共通した側面を有する。「その他資産」と
いう分類に，暖簾と投資とを含ませることは，
この意味からは相当の理論的根拠並びに実践
的メリットがあると考えられる。
　（3）暖簾以外の無形固定資産諸項目は，原則
的に「償却性資産」である。従って，暖簾と
は別の分類・区分によった方がよいのではな
いか。
　（4）暖簾については，とくに，注記等の方法
で具体的内容・実価の状況等を解説すること
がのぞましい。制度上の要請から，暖簾を償
却する場合でも，償却済となった暖簾を1円
勘定で掲示・報告することがのぞましいが，
この1円勘定は，暖簾価値それ自体を示すた
めではなく，償却済ではあるがなおかつ重要
な暖簾の存在が認められるという事実を公示
（disclose）することに意義があるわけである。
従って，この場合は，とくに，明細に亘る解
説の必要性がいっそう顕著であるとみなけれ
ばならぬ。
　（5）繰延資産という分類・区分を採用する場
合，当該構成項目は商法が限定的列挙主義に
よりその内容を法定している。従って，この
範疇に暖簾その他の無形固定資産を含めるわ
けにはゆかぬ。
　（6）以上の諸点を考慮して，試案を示すと，
次のような貸借対照表資産の部の分類・区
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分・配列が考えられる。すなわち，流動性配
列法にょると仮定すれば，「流動資産」（当座
資産・棚卸資産・短期前払費用）・「固定資産」
（ただし，有形・無形の区別は必要なし。暖簾以
外の無形資産と長期前払費用とを末尾に掲示す
る。）・「繰延資産」（商法上の法定項目に限定し
て掲示する。）・「特殊（もしくは「その他」）資
産」（投資項目と暖簾とを掲示する。）の配列に
よる四分類とする。
第7項　要
?
　（1）無形固定資産の本質的・原理的な理解の
ためには，純理論上の観点と，制度上・慣行
上の実践の立場とを峻別することが肝要であ
り，制度上の実践の呪縛をのがれて，よりラ
ジィカル（根源的）な考究の姿勢をたてなお
す必要がある。
　（2）無形固定資産の属性とその基本的認識に
関しては，従前から種々論議の的となってお
り，多くの学説があるが，具象性の有無とか，
あるいは，収益力の期待価値とか，機会原価
が零であるとかいった特質は，その第二義
的・派生的な資質ではあり得ても，基本的属
性とはいえない。
　（3）無形固定資産の属性は，資本主義経済体
制のもとにおける「独占」，とくに供給独占
的市場乃至商品の差別化現象という体制的条
件をぬきにしては成立し得ない。この体制的
条件を明確に認識しているところに高瀬学説
の最も優れた点がある。
　（4）無形固定資産を構成する各項目は，その
属性を，独占的超過利益の資本化現価とみる
場合に共通した基盤の上に立っているが，な
お，「暖簾」の本質については，対立した次
の二説が考えられる。
　（イ）‘separate　and　distinct　item’とみるか，
　　あるいは，
　（ロ）‘master　valuation　account’とみるかで
　　ある。
111
　（5）米国の一般の分類方法では，存続期間の
有限なものと無限なものとする場合が普通で
あるが，これは甚しく便宜主義的であり機械
的であり非理論的である。
　（6）無形固定資産の分類は，体制的独占条件
の内容分析を出発点とせねばならぬ。工業所
有権等のような法律的独占条件と，「暖簾」
のような金融的・資本的乃至立地論的・人
的・技術的諸条件の錯綜した独占条件とでは，
その生成の基盤並びに存続の事情が相当異な
る。
　（7）暖簾勘定は，単なる調整計算項目
（reconci！ing　elements）としてあらわれる場
合がある。「連結暖簾」がその適例であるが，
継承的有償取得の「買入暖簾」の場合でも，
ときとして，独占的超過利益の資本化現価た
る要素と調整計算項目たる要素が混在してい
ることが予想される。
　（8）無形固定資産構成項目は，これを，工業
所有権・財産専用権等のいわゆる無体財産権
と，「暖簾」とに区別して考察した方がよい
と思う。両者ではその属性と基本的認識とに
ニュアンスの差がある。すなわち，前者は
原理的には‘separate　and　distinct　item’と
みてもよいが，後者にはすくなくとも部分的
に‘master　valuation　account，たる資質が認
められる場合が多い。より端的にいえば，前
者は「償却性資産」であり，後者の場合では
「評価性資産」（あるいは評価性の顕著な資
産）であると考えるべきケースが少なくない。
　（9）従って，原則的にみて，「暖簾」に対し
て，一律一体に，将来の「廃棄」を前提とし
た定期的・組織的な減価償却理論を適用する
ことは誤りであり，むしろ「実価」（intrinsic
value）を考慮すべき場合が多い。早期の費
用償却，利益償却，利益比例償却等は，この
場合に限り，いずれも純然たる財務政策であ
って，論理の所産ではない。
　ao）固定資産を，　「有形」と「無形」とに分
類・区分する積極的理由は，‘tangible’，
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‘intangible’の原義にたちかえって考察する
ことにより明らかになる。すなわち，‘certa－
inty’に対する‘uncertainty’という意味合を
注目すべきである。有に対する無という絶体
的対立概念ではなく，「確実性」に関する相
対的意味合しかもたぬ。結局，この分類・区
別は，債権者保護乃至債権者中心の思想が基
調となっていると解すべきである。
　aD　r暖簾」の再評価（periodic　remeasure－
ment）説を重視する限り，結果的にみて殆ん
ど無価値に等しい暖簾勘定を計上せねばなら
ぬような場合は，資本構成を是正するために，
資本勘定と直接相殺して資本構成を是正すべ
きであり，また突発的かつ急激な実価の下落
にそなえるた　6には，独占的利益の大なると
きに積極的に利益の社内留保（積立金の開設）
を行なうのが政策論としてとるべき方策であ
る。
　⑫純然たる政策論として定期的償却を行な
う場合でも，暖簾をふくめた無形固定資産の
減価償却法としては，保守主義の立場から，
定額法よりも定率法による加速償却を是とし
たい。定率の測定に際しては残存価額を1円
とすればよい。また，慣行上採用されている
直接法よりもむしろ間接法の方が公告の方法
（disclosure）としては合目的的である。
　a3）法制度上，継承的有償取得の買入暖簾に
つき資産計上が認められ，かつ，早期（5年
以内）の償却条件が付されているが，この措
置は，あくまで商法論上の要請と期間損益計
算会計論上の要請との中間的妥協のたあの法
技術である。貸借対照表制度は，純然たる会
計理論の所産でもなく，さればといって，純
然たる商法理論の所産でもない。そこにこそ
　　　・　　　　　　　　　レゾン　デ－トル「制度」としての存在意義がある。
　a4）貸借対照表上の資産の分類・区分・配列
については，現状の法制度的・慣行的な方法
を必ずしも是としない。試案としては，次の
ような改正を考えている。
　（イ）固定資産につき，有形・無形の区別を行
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なう積極的理由に乏しい。
（ロ）暖簾とその他の無形固定資産項目とを同
一の分類・区分とせねばならぬ理論的根拠
　　　　　　　メリツトに乏しく，その実益も少ない。
のとくに暖簾については，注記・補助的報告
書でその実価等の明細を解説すべきである。
（・）Ll上の諸点を考慮し，漸定的な試案とし
て，「流動資産」（当座資産・棚卸資産・短
期前払費用）・「固定資産」（有形・無形の
区別はしない。末尾に暖簾以外の無体財産
権と長期前払費用を掲示する。）・「繰延資
産」（商法上の法定項目に限る。）・「特殊
（その他）資産」（投資勘定と暖簾）という
分類・区分を提示する。「実価」の考慮と
いう点に，投資勘定と暖簾とは共通した側
面をもっている。「実価」の測定経緯等の
明細は，注記もしくは補助的報告書で明確
に「公示」（disclose）する。
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